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(単位：円)

    有形固定資産 137,846,720,039 　      137,481,252,231 　      365,467,808 　          
固定資産 222,507,385,099 　      222,646,115,055 　      138,729,956  △         

［参考］　法人総合　貸    借    対    照    表

平成３０年  ３月３１日

資産の部
科目 本年度末 前年度末 増　　　減

        構築物 4,418,292,277 　        4,507,700,489 　        89,408,212  △          
        建物 85,187,067,776 　       83,765,718,105 　       1,421,349,671 　        
        土地 18,752,265,968 　       18,752,932,208 　       666,240  △             

        図書 17,697,892,014 　       17,490,614,283 　       207,277,731 　          
        管理用機器備品 187,280,181 　          135,306,462 　          51,973,719 　           
        教育研究用機器備品 11,507,132,336 　       11,903,435,854 　       396,303,518  △         

    特定資産 80,132,864,156 　       80,179,662,659 　       46,798,503  △          

        車両・舟艇・航空機 9,405,487 　            8,351,939 　            1,053,548 　            
        建設仮勘定 87,384,000 　           917,192,891 　          829,808,891  △         

        退職給与引当特定資産 14,856,552,156 　       15,063,792,659 　       207,240,503  △         
        減価償却引当特定資産 39,000,000,000 　       37,000,000,000 　       2,000,000,000 　        

        第２号基本金引当特定資産 6,740,000,000 　        8,650,000,000 　        1,910,000,000  △       
        第３号基本金引当特定資産 19,536,312,000 　       19,465,870,000 　       70,442,000 　           

        電話加入権 19,541,734 　           19,541,734 　           0 　                    
        借地権 208,602,442 　          208,602,442 　          0 　                    
    その他の固定資産 4,527,800,904 　        4,985,200,165 　        457,399,261  △         

        ソフトウエア仮勘定 0 　                    0 　                    0 　                    
        有価証券 20,000,000 　           20,000,000 　           0 　                    

        施設利用権 18,949,942 　           19,378,697 　           428,755  △             
        ソフトウエア 666,084,699 　          784,029,189 　          117,944,490  △         

        出資金 532,000 　              532,000 　              0 　                    

        長期貸付金 3,524,441,562 　        3,863,024,078 　        338,582,516  △         
        支払保証金 69,648,525 　           70,092,025 　           443,500  △             

  　　  未収入金 1,257,782,314 　        872,668,600 　          385,113,714 　          
  　　  短期貸付金 10,000 　               10,000 　               0 　                    

流動資産 30,894,762,767 　       27,908,019,529 　       2,986,743,238 　        
  　　  現金預金 28,871,323,601 　       26,222,430,308 　       2,648,893,293 　        

　　　　修学旅行費預り資産 204,724,100 　          193,183,291 　          11,540,809 　           

  　　  前払金 392,605,464 　          499,174,930 　          106,569,466  △         
  　　  仮払金 168,317,288 　          120,552,400 　          47,764,888 　           

資産の部合計 253,402,147,866 　      250,554,134,584 　      2,848,013,282 　        
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(単位：円)

（注記） 1.重要な会計方針

(1)引当金の計上基準

　　徴収不能引当金

　　　長期貸付金及び未収入金の徴収不能に備えるため、徴収不能実績率等により、徴収不能見込額を計上している。

　　退職給与引当金

(2)その他の重要な会計方針

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

　　預り金その他の経過項目に係る収支の表示方法

　　 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

2.重要な会計方針の変更

3.減価償却額の累計額の合計額

4.徴収不能引当金の合計額

5.担保に供されている資産の種類及び額

　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土       地 

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

第１号基本金

7.当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

負債の部

科目 本年度末 前年度末 増　　　減

    　　長期未払金 28,781,892 　           57,035,235 　           28,253,343  △          
    　　退職給与引当金 14,856,552,156 　       15,063,792,659 　       207,240,503  △         

固定負債 14,916,034,048 　       15,229,277,894 　       313,243,846  △         
    　　長期借入金 11,100,000 　           88,850,000 　           77,750,000  △          

流動負債 12,842,476,309 　       13,236,467,560 　       393,991,251  △         
    　　短期借入金 77,750,000 　           91,080,000 　           13,330,000  △          

    　　受入保証金 19,600,000 　           19,600,000 　           0 　                    

   　　 預り金 1,291,725,706 　        1,131,668,250 　        160,057,456 　          
    　　修学旅行費預り金 204,724,100 　          193,183,291 　          11,540,809 　           

    　　未払金 1,316,449,108 　        1,913,084,781 　        596,635,673  △         
   　　 前受金 9,941,771,000 　        9,898,540,431 　        43,230,569 　           

負債の部合計 27,758,510,357 　       28,465,745,454 　       707,235,097  △         

    　　仮受金 10,056,395 　           8,910,807 　            1,145,588 　            

純資産の部

科目 本年度末 前年度末 増　　　減

基本金 255,295,908,389 　      253,553,431,128 　      1,742,477,261 　        

   　　 第３号基本金 19,536,312,000 　       19,465,870,000 　       70,442,000 　           
  　　  第４号基本金 4,110,000,000 　        4,110,000,000 　        0 　                    

   　　 第１号基本金 224,909,596,389 　      221,327,561,128 　      3,582,035,261 　        
    　　第２号基本金 6,740,000,000 　        8,650,000,000 　        1,910,000,000  △       

繰越収支差額 29,652,270,880  △      31,465,041,998  △      1,812,771,118 　        
   　　 翌年度繰越収支差額 29,652,270,880  △      31,465,041,998  △      1,812,771,118 　        

純資産の部合計 225,643,637,509 　      222,088,389,130 　      3,555,248,379 　        

負債及び純資産の部合計 253,402,147,866 　      250,554,134,584 　      2,848,013,282 　        

　退職金の支給に備えるため、大学等の教職員に係る退職給与引当金については、大学等の教職員にかかわる期末要支給額
 14,506,963,475円の100％を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減
 した金額を計上し、高等学校以下の教職員に係る退職給与引当金については、高等学校以下の教職員にかかわる期末要支
 給額4,280,564,700円から京都府等の私学退職金財団からの交付金相当額を控除した金額の100％を基にして計上している。

該当なし

87,276,580,349円

701,022,218円

840,293,206円

251,142,196円
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8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1)有価証券の時価情報

　　①総括表

　　②明細表

(2)学校法人の出資による会社に係る事項

　　当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

　　①名称及び事業内容

　    株式会社　同志社エンタープライズ　　　ビルメンテナンス業、損害保険代理業、生命保険の募集に関する業務等

　　②資本金の額

　　　20,000,000円

　　③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

　　　平成17年12月22日　　　20,000,000円　　　400株

　　　総出資金額に占める割合　　　　　　　 100％

　　④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄付の金額並びにその他の取引の額

　　⑤当該会社の債務に係る債務保証　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

(3)通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　 平成21年4月1日以降に開始したリース取引

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

　教育研究用機器備品

　管理用機器備品

(4)関連当事者との取引 該当なし

(5)減価償却の方法

　残存価額を教育研究用機器備品、管理用機器備品及びソフトウェアは零、左記以外の償却資産は5％とする定額法による減価償却を実施している。

　主な耐用年数は以下のとおりである。

　　　　建　　物　　 15～50年

　　　　構 築 物　   10～30年

　　　　教育研究用機器備品、管理用機器備品

　　　　　　　　　 　10～20年

　　　　ソフトウエア 　　 5年

14,256,900円 7,473,784円

33,403,238円 12,399,288円

①

②

④
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